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１．はじめに  

 過疎地域における交通システムは，低密な人口分

布などにより，自動車交通を中心としたシステムと

なっている． 

 さらに，最近では「市町村の合併の特例に関する

法律（以下，合併特例法と記す）」の期限が 2004 年

度末ということもあり，市町村合併が盛んに行われ

ている状況である． 

 今回の市町村合併は，合併の期限が切られており，

合併しようとする市町村は短期間で合併に向けた議

論をしなければならない．そのため，合併そのもの

が目的となってしまい，合併後の計画等についての

議論がほとんどさなれないまま，合併しているよう

に見受けられる．財政や議会制度などの市町村合併

そのものの議論に終始し，市町村合併後，どのよう

な方向に進むべきか等に関する合併後の将来像に関

する議論は十分に行われていないケースが多々見ら

れる．本研究で扱う公共交通も例外ではない． 

 市町村合併は，大きく，①編入型と②対等型に分

類できる．①編入型の場合，編入する方が，編入さ

れる方のシステムの影響を大きく受けると考えられ

る．一方，②対等型の場合，それぞれのシステムが

そのまま残り，将来に先送りしていたシステムの効

率化を推進できない状況が懸念される． 

 このような状況の中，過疎地域の市町村は，周辺

の大きな都市へ吸収合併されるケースが多く，中心

部が良くなって，周辺部がさびれていくということ

が懸念される． 

 公共交通システムについても同様のことが考えら

れる．この場合，公共交通に頼らなければならない

高齢者や通学者が大きな影響を受けると考えられる．

結果，交通弱者が合併によるデメリットを受ける恐

れがあると考えられる． 

 本研究では，このような状況にならないために，

合併後の交通システムのあり方を考える上で，重要

となる基礎的な研究として，全国の法定合併協議会

における公共交通計画策定に関する現状を把握する

ことを目的とする． 

 具体的には，平成 16 年度に当研究室で実施した全

国の法定合併協議会を対象としたアンケート調査結

果を用い，合併後の将来計画の立案に対して，何が

影響を及ぼしているのかについて客観的指標を用い

て分析する．そして，今後の公共交通計画を推進す

る上での基礎資料とすることを目指す． 

 本稿では，まず，第２章において，本研究で実施

したアンケート調査についての概要を述べる．第３

章ではアンケート調査結果について概観する．第４

章ではアンケート調査結果とそれを取り巻く環境，

例えば，人口や合併する市町村数，編入合併か対等

合併かなどの指標を用いた比較分析を行い，合併後

の公共交通計画の立案に外的要因が影響を及ぼして

いるのかどうかについて分析を行う．第５章ではま

とめとして，研究の意義や成果について整理する． 

 

２．アンケート調査の概要 

（１）調査対象 

 調査対象とした法定合併協議会の選定基準は以下

の 3つの条件である． 

① 平成 16 年 11 月において，協議中または，協議
済みであること． 

② 平成 16 年 11 月において，合併前であること． 
③ 同一の市町村を含んでいる場合にも，合併協議
会が設けられている場合（複数の合併協議会が

ある場合）は別として考える． 

（２）調査方法 

 調査は，郵送調査法により実施した．全国の合併

協議会事務局に対し，アンケート調査票を郵送し，

後日，返信用封筒にて，郵送回収した．配布回収状

況は，表 2-1 に示す．ただし，表中の回答なしは，

合併協議会の休止，もしくは解散により回答ができ 
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表 2-1 アンケートの配布回収状況 

 枚数 回収率 

配布枚数 495 － 

回答有 339 68.5% 

回答なし 22 4.4% 回収状況 

計 361 72.9% 

 
ない旨の通知があったものを指す． 
 
（３）調査日 

 調査は，配布を平成 16 年 12 月 22 日（水）に発
送し，平成 17年 3月 15日（火）の消印を締切とし
た． 
（４）調査内容 

 アンケート調査内容は，大きく分けて 4 項目であ

り、以下に大まかな項目と質問内容について示す． 

①．新市町村の窓口業務に関する変更について 

②．交通関係に関する変更について 

 合併による公共交通の変更を問う項目である。コ

ミュニティバス，スクールバス，デマンドバス，路

線バス等について，それぞれの運営の現状，合併後

の状況等についての設問である． 

③．公共施設に関する変更について 

 合併による公共施設（保育園，幼稚園，小学校，

中学校，福祉関連施設，社会教育施設）に関してそ

れぞれの変更状況等についての設問である． 

④．合併協議に関する情報伝達の方法について 
 合併協議会での決定事項を、どのような方法で住

民に伝えているかについての設問である． 

 

３．アンケート調査結果 

 アンケート調査結果の概要を以下に示す． 

（１）路線バス 

 合併前の運行状況は，「合併する市町村の一部を

結ぶ形で路線バスを運行している」協議会が約 52%
と最も多く，ついで，「全域を結ぶ路線バスを運行し

ている」協議会が約 30%となっている．合併後につ
いては，約 68%が「現状維持」と回答している． 
（２）コミュニティバス 

 合併前の運行状況は，「合併する市町村の一部地

域が運営している」協議会が約 49%と最も多く，つ
いで，「運営していない」が約 32%となっている．合
併後については，「現状維持後変更」が約 41%と最も
多く，ついで，「現状維持」（約 40%）となっている． 

（３）デマンドバス 

 合併前の運行状況は，「一部が運営」が約 41%と最
も多く，ついで，「運営していない」約 40%となって
いる．合併後については，「現状維持」が約 42%と最
も多く，ついで，「未定」が約 29%となっている． 
 以上より，上記３つの交通システムについてみた

ところ，合併後は大半の協議会で「現状維持」とな

っており，具体的な協議が進んでいない状況がうか

がえる． 

 

４．市町村合併の形態と計画策定の関係性の分析 

 法定合併協議会のアンケート結果と，アンケート

が回収された協議会に対して，人口や合併する市町

村数，編入合併か対等合併かなどの指標を用いた比

較分析を行い，合併後の公共交通計画の立案に外的

要因が影響を及ぼしているのかどうかについて分析

を行った．詳細な分析成果については，講演時に紹

介する． 

 

５．まとめ 

 本研究では，法定合併協議会に対するアンケート

調査結果ならびに各種統計データをもとに，合併後

の公共交通システムの計画策定について傾向分析を

行った．本研究の成果は，今後発生するであろう合

併後の交通問題への対応を図ることに資するもので

ある．なお，本研究は，（社）北陸経済調査会 平成

16 年度受託調査研究として行われた研究成果の一部

である．ここに記して謝意を示す． 
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